（R07　大障教　課別2月）
項目５０（２５）

○ 設備の整備については、学校から提出される事業計画調査等を通して個別に対応するなど、学校と連携して対応しているところ。

○ 教職員の配置については、標準法に基づき、学級数に応じて措置することを基本にするとともに、障がいの重度重複化への対応や、障がいの種別に応じた指導の充実などを図るため、それぞれの学校の状況を踏まえて、教員の加配措置を行っている。

○ 今後とも、支援学校における教育水準や教育課題への対応等を踏まえつつ、法令に基づく定数を確保していく中で、適正な教員配置に努めてまいる。

項目４３（１）

○ 教職員の配置については、標準法に基づき、学級数に応じて措置することを基本にするとともに、障がいの重度重複化への対応や、障がいの種別に応じた指導の充実などを図るため、それぞれの学校の状況を踏まえて、教員の加配措置を行っている。

○ 今後とも、支援学校における教育水準や教育課題への対応等を踏まえつつ、法令に基づく定数を確保していく中で、適正な教員配置に努めてまいる。

項目４３（１０）②（ア）

〇 寄宿舎指導員の採用については、今後の寄宿舎の運営方針を踏まえ、その可否を判断してまいる。

項目４３（９）②（イ）

○ 教職員の配置については、法令に基づき、各学校の学級数等に応じて配置することを基本としているところであり、栄養教諭については、給食を実施する学校に１人配置としている。

○ 今後とも、栄養教諭等の定数の確保に努めるとともに、適正な定数管理に努め、適正な勤務労働条件の確保に向けて取り組んでまいる。

項目３６（６）、３７（４）

○ 特別休暇については、より府民理解を得られる制度にする観点から、民間状況も一定反映されている国制度を基本に見直しを行い、平成22 年度から実施しているところ。

○ 介護休暇制度については、これまで期間延長等の改善を図るとともに、介護休暇制度の１回の取得日数の制限を平成29 年４月１日から撤廃した。

○ 今後も、子育てや介護に関する特別休暇の制度の運用が、適切に行われるよう指導するとともに、子育て中の教職員が働きやすい職場環境づくりに努めてまいる。
項目３５（２）③

○ 学校における年度途中の欠員や産育休の取得に対する代替措置については、学校運営に支障が生じないよう必要な措置を講じているところ。

○ しかしながら、候補者が見つからず、必要な講師が速やかに配置されず、欠員となっている状況があることは、重く受け止めているところ。

○ 府教委では、講師の充足状況を毎月、各学校長等から聞き取り、新規講師登録者や現在任用されていない講師登録者の情報を逐次共有するなど、各学校と連携、協力し、代替講師の速やかな配置に努めているところ。

○ また、講師登録に係る各種広報活動の拡充・充実に取り組むとともに、ペーパーティーチャーを対象とした研修（教員スタートアッププログラム）や、本年度から学校見学会を実施するなどして、人材の確保に努めているところ。

○ 加えて、年度途中の講師確保が困難な状況が続いていることを踏まえ、産育休代替の前倒し任用を実施しているほか、代替任用の例外的な運用を昨年度から試行実施しているところ。

○ 今後とも、各学校と連携、協力して必要な講師等の配置に努め、適正な勤務労働条件の確保に取り組んでまいる。

項目４３（９）②（カ）（５）

○ 栄養教諭・栄養職員に代替措置が必要となった場合には、これまでも、校長・准校長と協力し、代替職員の確保に努めてきたところ。

○ また、各市町村教育委員会に対しても、代替職員の紹介を依頼するなど、様々な手立てを講じることで、速やかな代替職員の確保に努めてきたところ。

〇 併せて、令和６年６月より、大阪府ホームページにおいて、臨時技師（栄養士）希望者を対象とした登録を受け付けている。
登録者の募集については、ホームページでの周知や教員採用選考会場でのチラシ配架等により周知しているところ。

○ 加えて、年度途中の代替者確保が困難な状況を踏まえ、令和６年度より、産育休代替の前倒し任用の対象に栄養教諭を追加したほか、代替任用の例外的な運用も試行実施しているところ。

○今後とも、代替職員の速やかな確保に努めてまいる。

項目３０（１０）①

○ 府立支援学校の給食調理場については、順次空調設置を進めた結果、令和4年度にすべての学校の給食調理場に空調を設置したところ。その後も、学校から提出される事業計画調査等を通して個別に対応するなど、学校と連携して対応しているところ。

項目３３（１）

○ 「府立支援学校職員腰痛予防検診実施要領」において、Ａは「異常なし」、Ｂ１は「おおむね異常なし」、Ｂ２は「要注意または要観察」、Ｃは「要治療」、とされているところ。

○ 腰痛に対する体育実技等担当時間の軽減措置については、腰痛検診の結果、B2 又はCと判定された教員等のうち、体育実技等担当時間の軽減を受けようとする教員が同一校に2 名以上ある場合に、必要な非常勤時間数を措置するもの。
Ｂ１と判定された教員等については腰痛予防検診判定基準において「おおむね異常なし」とされていることから、軽減措置の対象としていない。

○ 本制度については、必要な非常勤時間数を予算の範囲内で措置することとしているところであり、制度の見直しは困難な状況にある。

○ 今後とも、各学校長・准校長からの申請に基づき、必要な措置を講じてまいる。

項目３７（３）④

○ 令和６年２月に定めた府立学校における働き方改革の取組に基づき、引き続き、府立学校全体の課題に応じた取組を進めてまいる。

〇 また、府立学校全体の課題に応じた取組に加え、学校の実情に応じた取組を進めるため、今年度より新たに伴走型支援事業を開始したところ。

○ さらに、学校長に対し、長時間勤務是正に向けたヒアリングを行うとともに、学校全体・長時間勤務となっている教員個人の改善計画の策定・実行を求め、長時間勤務縮減に向けた取組を進めてまいる。

〇 併せて、ＩＣＴを活用した校務運営の効率化や多様な人材配置等に取り組むことで、教員の負担軽減とワークライフバランスを実現させてまいる。

項目３７（５）、３７（５）①

○ 学校における年度途中の欠員や産育休の取得に対する代替措置については、学校運営に支障が生じないよう必要な措置を講じているところ。

○ しかしながら、候補者が見つからず、必要な講師が速やかに配置されず、欠員となっている状況があることは、重く受け止めているところ。

○ 府教委では、講師の充足状況を毎月、各学校長等から聞き取り、新規講師登録者や現在任用されていない講師登録者の情報を逐次共有するなど、各学校と連携、協力し、代替講師の速やかな配置に努めているところ。

○ また、講師登録に係る各種広報活動の拡充・充実に取り組むとともに、ペーパーティーチャーを対象とした研修（教員スタートアッププログラム）や、本年度ら学校見学会を実施するなどして、人材の確保に努めているところ。

○ 加えて、年度途中の講師確保が困難な状況が続いていることを踏まえ、産育休代替の前倒し任用を実施しているほか、代替任用の例外的な運用を昨年度から試行実施しているところ。

○ 今後とも、各学校と連携、協力して必要な講師等の配置に努め、適正な勤務労働条件の確保に取り組んでまいる。

項目３０（１）

〇 令和３年12月１日に施行された「事務所衛生基準規則及び労働安全衛生規則の一部を改正する省令」により、休養室を設置する際の留意点が示されている。休養室は、常時50 人以上又は常時女性30 人以上の労働者がいる場合に設置する必要があり、また体調不良となった人が一時的に使用するためのものである。長時間の休養等が必要な場合は、速やかに医療機関への搬送や帰宅させることが基本であることから、随時利用できる機能が確保されていれば専用の設備である必要はない。
今後も引き続き適切に整備されるよう指導してまいる。

〇 職員休養室については、改築時に併せて整備をするとともに、余裕教室等転用を行いその整備に努めてきたところ。
今なお、未整備の学校については、学校の意向を踏まえ、関係課と調整を図りながら、引き続き、設置及び設備の改善に努めてまいる。

〇 設備の改修等に関する要望であるが、学校から提出される「施設整備計画」に基づき、その必要性・緊急性などを学校と十分協議のうえ、予算の範囲内ではあるが、必要な対応をしてまいる。

〇 空調機の設置については、各校の状況を確認しながら、個別に対策を検討してまいる。

○ 休養室などに必要な備品・消耗品については、各学校へ配当している予算にてご対応いただいているところであり、既存の学校予算が不足する場合は、実情に即した予算配分に努めてまいる。

〇 また、学校配当予算で対応が困難な物品の更新等については、各校へ購入希望順位を記した更新等要望調査を実施し、状況を調整しながら限られた予算の範囲内で対応している。

〇厳しい財政状況の中ではあるが、今後とも学校運営に支障が生じないよう、必要な予算額の確保に努めてまいる。

項目３７（３）⑧（ア）

○ 宿泊を伴う学校行事を実施する日の行程のはじめから終わりまでに要する時間が、休憩時間を除いて８時間45 分以上である日については、予め教育長通達別表第２の基準に従って、当該日及び別の要勤務日に勤務時間を割り振ることができる。

○ 泊を伴う行事の勤務割り振りについては、事前の行動計画に基づいて校長が判断し、勤務を命じているものと承知している。


